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令和２年度支部保険者機能
強化予算の実施結果
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● 16歳に達する者を扶養し、こども医療費助成が15歳で終了する市町村に住所を有する被保険者

2,000人に対し、令和２年９月初旬にリーフレット、ジェネリック医薬品希望シールを送付。

● 介入群が含まれる年齢階級は、他の年齢階級よりもジェネリック医薬品使用割合の伸び幅が大きく

なると仮定し、効果検証を実施。具体的には、月別

年齢階級別ジェネリック医薬品使用割合において、

介入前後（８月→10月）の推移を確認。また、参考

として全国の同年齢階級の推移も確認。

● 富山支部の介入群が含まれる年齢階級（15～19歳）

は2.5％ポイント増となり、富山全体と比較して

1.6％ポイント伸び幅が大きかった。また、全国の同

年齢階級は1.9％ポイント増であった。なお、新型コ

ロナウィルス感染症の影響等に留意が必要。

実施結果① 若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

● ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層を扶養している被保険者に対して、こども医療費助成の

対象から外れる時期を捉えてリーフレット、ジェネリック医薬品希望シールを送付。

385千円 ( 440千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

80.1%
81.0%

74.8%

77.3%

74.4%

76.3%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

R01.08 R01.09 R01.10 R01.11 R01.12 R02.01 R02.02 R02.03 R02.04 R02.05 R02.06 R02.07 R02.08 R02.09 R02.10

年齢階級別使用割合の月別推移

全体（富山） 15～19歳（富山） 15～19歳（全国）

※ 医科、DPC、歯科、調剤レセプトを対象に集計。DPCについてはコーディングデータを集計対象とする。
※ 使用割合は数量ベースにて算出（後発品数量 ÷（後発のある先発品数量＋後発品数量））。
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実施結果① 若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

● 本事業の対象者2,000人のうち1,032人は、令和２年８月に実施したジェネリック医薬品軽減額通知

サービス（以下「ＧＥ軽減額通知」という。）の対象。

● 本事業がＧＥ軽減額通知と連続した介入となることで、ＧＥ軽減額通知のみの者よりも切替率が高

まると仮定し、効果検証を実施。具体的には、軽減可能額（通知に掲載されたジェネリック医薬品に

切り替えることで軽減される医療費の金額）が同程度の連続介入群と対照群を抽出し、令和２年９月

医科外来・調剤レセプト（診療分）における切替率を比較。対照群（n=454）16.1％に対して連続介

入群（n=578）17.1％とわずかに差が生じたが、有意差はなかった（p>.05）。※χ二乗検定

● ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層については、引き続き使用促進に向けた対策を講ずる必

要があり、令和３年度も介入を継続。

実施結果
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● 対象病院の周囲１km圏内に所在する方等がＰＣやタブレット、スマホでＷＥＢサイトを閲覧した際

にディスプレイ広告を表示させ、ランディングページに誘導（15,000人が閲覧）。

219
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A病院 B病院 C病院 D病院 E病院 F病院 G病院 H病院 I病院 J病院 K病院 その他

グーグルディスプレイ広告（病院周辺）の表示回数及びクリック数

表示回数 クリック数

※ グラフの数値は、グーグルディスプレイ広告、Facebook、Instagramのうち、グーグルディスプレイ広告に
おける位置情報を活用したものの数値を集計（表示回数240万回、クリック数5,000回）。

実施結果② 紹介状なし大病院受診時定額負担の周知による適正受診の推進

● 紹介状なく大病院を受診した場合に生じる定額負担の仕組み（以下「本制度」という。）を周知す

るためのランディングページを作成し、ジオターゲティング広告（位置情報を利用した広告配信）を

実施。また、本制度の説明や窓口設置等に活用いただくことを目的としたリーフレットを作成し、対

象病院への配付を実施。
2,514千円 ( 2,442千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)
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実施結果② 紹介状なし大病院受診時定額負担の周知による適正受診の推進

● ランディングページ上でアンケートを実施。以前に定額負担を支払ったことがある者の82.2％が

「身近な中小病院や診療所を利用したい」、90.0％が「かかりつけ医をもちたい」と回答。

● リーフレットは約半数の対象病院から希望があり、計7,250部を提供。一定のニーズが確認できた

ことから、令和３年度も引き続きリーフレットを作成。

実施結果

＜Ｑ２＞
これまでに大病院で｢特別の料金｣
を支払ったことがありますか

＜Ｑ３＞
まずは、身近な中小病院や診療所を
利用しようと思いましたか

＜Ｑ１＞
記載内容は理解できましたか

＜Ｑ４＞
｢かかりつけ医｣を
もちたいと思いましたか

よく理解
できた
(164)96％理解できた

(100)

理解できな
かった(11)

33％

はい
(90)

いいえ
(185)

91％
はい
(250)

いいえ
(25)

91％
はい
(250)

いいえ
(25)

82％
はい
(74)

いいえ
(16)

90％
はい
(81)

いいえ
(9)

（再掲）Ｑ２で｢はい｣と答えた方のＱ３、Ｑ４の回答（n=90）
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実施結果② 紹介状なし大病院受診時定額負担の周知による適正受診の推進

● なお、本取組は第二回「上手な医療のかかり方」アワードにおいて、厚生労働省医政局長賞チラシ

部門特別賞を受賞。

実施結果
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実施結果③ 多剤服用者への介入

● 同月に複数の薬局を受診し、内服のみで計６種類以上を処方された者のうち、薬剤服用歴管理指導

料においてお薬手帳の提示が確認できた者を除く30歳以上加入者（約1,000人）に対し、リーフレッ

ト・お薬手帳カバーを送付。

● また、令和２年９月に新聞広告、令和３年２～３月にテレビＣＭを実施。

● 調剤レセプトより抽出した多剤服用者に対して、リーフレットやお薬手帳カバーを送付。また、お

薬手帳を１冊にまとめることやかかりつけ医・薬剤師を持つこと、高齢のご家族へのお声掛けの必要

性等の周知を目的に新聞やテレビＣＭ等を活用した広報を実施。

4,340千円 ( 2,442千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

リーフレット,お薬手帳カバー 新聞 テレビＣＭ
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実施結果③ 多剤服用者への介入

● 本事業により薬の一元管理が進めば服薬数が減少すると仮定し、効果検証を実施。具体的にはリー

フレット・お薬手帳カバーを送付した介入群のうち本事業の介入前後の月に受診した医療機関数が同

数程度（１未満の差）であった者（n=369）の薬剤数（種類）の変化について、同条件の対照群

（n=71）と比較。

● 結果として、介入群、対照群ともに薬剤数（種類）が減少していたが、介入による効果は確認でき

なかった。

● 令和３年度は、パイロット事業として「地域特有のポリファーマシーの把握による多剤服用者への

介入」を実施。

実施結果

6.08 

4.46 

6.12 

4.50 

R1.12-R2.02 R2.10-R2.12

薬剤数（種類）の月平均の変化

介入群：n=369 対照群：n=71

（種類）

※ 令和元年12～令和２年２月受付分調剤レセプトの平均と、令和２年10～12月受付分調剤レセプトの平均を比
較。なお、介入前後の月当たり医療機関数の差が１以上の者を除く。



9

実施結果④ メディアを活用したインセンティブ制度の周知

● 令和２年６月９日に動画をYouTubeに公開。紙媒体の周知広報における制度説明の補完として、動

画の二次元コードやＵＲＬを掲載。

● これまでの視聴回数は1,152回（令和３年６月末現在）に留まっているが、インセンティブ制度が

加入者の保険料に影響を与える重要な制度であることを鑑み、引き続き周知を図る。

● 加入者・事業主のインセンティブ制度への理解度を高めることを目的に、インセンティブ制度の概

要や評価項目等を端的に説明した動画を作成。動画はYouTubeに公開するとともに、研修会等で利用

できるようＤＶＤを作成。

2,350千円 ( 4,712千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

二次元コード
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実施結果⑤ 特定健診に係る集団健診

● R2年度は、協会主催の集団特定健診を43会場（前年度19会場）で実施し、1,816名（前年度1,329

名）が受診した。また、43会場中15会場で市町村が実施するがん検診との同時実施を設定した。

● また、県内5市町で市町村主催の集団健診（がん検診同時実施）に協会の被扶養者が受診可能とな

り、1,374名（前年度727名）が受診した。

● 市町村及び健診機関と連携し、被扶養者向けに特定健診とがん検診の同時実施会場を設けるなど受

診しやすい環境を整備し、富山県の各市町村内で集団健診を実施する。

4,979千円 ( 7,312千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

うち がん同時実施 うち がん同時実施

富山市 富山市 4回 6回 2回 10回 （8回）※１ 18回 0回 18回

上市町 1回 1回 1回 1回 1回 1回

舟橋村 3回 3回 1回 1回

立山町 1回 1回 1回 1回 1回 1回

黒部市 10回 1回 0回 11回 6回 6回

滑川市 10回 10回 6回 6回

魚津市 6回 4回 1回 10回 4回 2回 2回 6回

入善町 3回 3回 4回 4回

朝日町 6回 6回 0回 0回

高岡市 2回 2回 2回 6回 4回 6回

射水市 1回 1回 1回 5回 2回 5回

氷見市 10回 10回 （6回）※１ 4回 3回 4回

砺波市 1回 1回 1回 3回 0回 3回

南砺市 1回 1回 1回 2回 1回 2回

小矢部市 1回 1回 1回 1回 1回 1回

52回
19回

（26回）※２

11回 71回 21回 43回 15回 64回

※１　令和２年度の富山市（8回）と氷見市（6回）の市町村主催集団健診は、新型コロナウイルス感染症の影響で中止等となった。
※２　令和元年度の協会主催集団健診は新型コロナウイルス感染症の影響で7会場で中止となった。26回は中止分も含めた回数。

令和元年度 令和2年度

市町村主催
(がん同時実施)

協会主催
合計

市町村主催
(がん同時実施)

協会主催
合計

県

東

部

県

西

部

合　　　計

地域 市町村名
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実施結果⑤ 特定健診に係る集団健診

● R3年度は更なる拡大を図り、前半（8-12月）の集団健診は、協会主催26会場（前年21会場）、うち

がん検診同時実施24会場（前年15会場）、市町村主催32会場（前年18会場）で実施予定。

● 後半（1-3月）の集団健診は、前半の集団健診の申込状況を見ながら第3四半期に市町村別の実施回

数等を検討予定。

実施結果

※19（18）回増

※（　）： がん検診同時実施回数 ※単位：回

協会主催 協会主催

8-12月 8-12月

富山市 富山市 4（0） 0 4（0） 7（7） 4（0） 11（7）

上市町 1（1） 0 1（1） 1（1） 1（1） 2（2）

舟橋村 0 1（1） 1（1） 0 1（1） 1（1）

立山町 1（1） 0 1（1） 1（1） 2（2） 3（3）

黒部市 0 6（6） 6（6） 0 4（4） 4（4）

滑川市 0 3（3） 3（3） 0 2（2） 2（2）

魚津市 2（2） 4（4） 6（6） 0 3（3） 3（3）

入善町 0 4（4） 4（4） 0 6（6） 6（6）

朝日町 0 0 0 0 1（1） 1（1）

高岡市 4（4） 0 4（4） 5（5） 0 5（5）

射水市 2（2） 0 2（2） 2（2） 1（0） 3（2）

氷見市 3（3） 0 3（3） 5（5） 7（7） 12（12）

砺波市 2（0） 0 2（0） 2（0） 0 2（0）

南砺市 1（1） 0 1（1） 1（1） 0 1（1）

小矢部市 1（1） 0 1（1） 2（2） 0 2（2）

21（15） 18（18） 39（33） 26（24） 32（27） 58（51）

地

域
市町村名

R2年度8-12月 R3年度8-12月［予定］

市主催 合計 市主催 合計

県

東

部

県

西

部

合　　　計

上市町、立山町、射水市については、
R3年度より市主催で実施開始。

高岡市、砺波市、南砺市、小矢部市については、
引き続き市主催実施を協力依頼予定。
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実施結果⑤ 特定健診に係る集団健診

実施結果

令和３年度集団健診ご案内（イメージ）



13

実施結果⑥ 健診・保健指導推進経費（報奨金制度）

● 令和2年1月に開催した健診機関事務説明会で、当支部と生活習慣病予防健診を契約している全健診

機関へ報奨金制度の内容について説明を実施。また、四半期毎に実績のフィードバック資料を各健診

機関毎に送付し、進捗状況の周知を図った。

● 生活習慣病予防健診では前年度受診者数に1.025を乗じた目標設定、事業者健診では前年度実績を

勘案して目標設定するなど、やや高めではあるが達成可能なレベルに目標値を設定した。

● 生活習慣病予防健診では7機関、事業者健診では2機関、特定保健指導では5機関が目標達成し報奨

金を支給した。

● 実施率（見込み）については、新型コロナウイルス感染症の影響による減少要因があったが、生活

習慣病予防健診が前年度比0.1％増の66.1％、事業者健診が前年度比1.0％増の11.3％、特定保健指導

が前年度比2.4％減の26.5％であった。

● 健診機関に対し、生活習慣病予防健診の実施件数、事業者健診データの早期提供件数、特定保健指

導（被保険者）の終了者数が目標値を上回った際に、インセンティブ（報奨金）を支払う。

4,762千円 ( 7,194千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)
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実施結果⑦ 未治療者への受診勧奨

● 令和２年度は4,653名に受診勧奨し、医療機関への受診率は15.8％（全国１位）となった。

● 健診結果（血圧値または血糖値）で「要治療」と判定されながら医療機関を受診していない方への

受診勧奨を毎月実施する。

※ 受診勧奨の対象は、生活習慣病予防健診受診者で、健診受診前月および受診後３カ月以内（受診月含）に医療機関の受診がない者。

680千円 ( 4,816千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

勧奨スケジュール（４月健診受診者の場合）

10.3%

9.0%

13.1%

15.8%

9.8% 9.5%
10.5% 10.2%

7.0%

10.0%

13.0%

16.0%

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度速報値

受診率 全国平均（率）

受診勧奨後３カ月以内に医療機関を受診した者の割合
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実施結果⑦ 未治療者への受診勧奨

● 令和２年度は新たな取組として、６月より同封リーフレットを富山県医師会との連名にするなど内

容を見直し、８月より協会保健師から事業所への文書勧奨後の電話勧奨を開始した。

● 平成30年度以降、受診率は増加傾向にあるが、一方で８割を超える方が勧奨したにも関わらず受診

につながっていない。令和３年度も引き続き更なる受診率向上を図る。

実施結果

リーフレット送付文書



16

実施結果⑧ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 令和２年度末時点で宣言事業所数は547社となり、大規模事業所を中心に着実に増加。

● 富山県、健康保険組合連合会富山連合会とともに「健康企業宣言推進協議会」を設置し、事業所に

おける従業員の健康に配慮した経営や健康づくりを促進。支部職員等による事業所に対する取組支援

に加え、メディアの活用等により、事業所主体の健康づくりの普及啓発を実施。

5,635千円 ( 6,553千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

※ 認定事業所数は合併・全喪等反映

STEP1認定
244社

STEP1認定
175社

STEP1認定
94社

STEP1認定
35社

STEP1認定
4社

STEP2認定
30社

STEP2認定
9社

STEP2認定
2社

20 32 32 38
94

165

285
390

509

H28年度 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

宣言事業所数の推移

健康保険組合 協会けんぽ

61,243 

194,930 

被保険者カバー率

（R02）

宣言 未宣言

55,702 

84,879 

被保険者カバー率（50名以

上事業所）（R02）

宣言 未宣言

24％ 40％
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実施結果⑧ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 宣言事業所は、認定を目指すことで特定健診・特定保健指導等の実績が向上（認定制度が健康企業

宣言の質の確保に寄与）。

実施結果

78.3%

91.1%
95.8%

未宣言 宣言 認定

特定健診実施率（R01）

19.7%
28.8%

44.6%

未宣言 宣言 認定

特定保健指導（終了者）実施率（R01）

80.8%
86.1%

宣言前 宣言後

特定健診実施率

～ R01宣言事業所における宣言前（H30）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上

22.0%
29.6%

宣言前 宣言後

特定保健指導（終了者）実施率

～ R01宣言事業所における宣言前（H30）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上
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実施結果⑧ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 令和２年度は、ラジオ番組において宣言事業所を紹介するコーナーを設け、従業員の健康づくりに

取り組む宣言事業所の事例を紹介（24社出演）。加えて、県内大学等のキャリアセンターにおける宣

言事業所一覧の掲載や、就職活動時期を捉えた県内主要紙（全面広告）への宣言事業所一覧の掲載

等、宣言事業所のリクルート活動におけるメリット向上を図った。

● なお、新型コロナウィルス感染症の流行を踏まえ、健康企業宣言推進協議会において例年実施して

いるシンポジウムの開催は中止となった。

● 令和３年度事業計画ＫＰＩ（600社）や、富山県総合計画（H30-R08）における宣言事業所数（令和

８年度700社）の達成に向けて、富山県や健康保険組合連合会富山連合会、商工団体、民間企業等と

の連携により、引き続き宣言事業所の拡大を図る。

実施結果

ラジオ番組 キャリアセンター 新聞 リーフレット
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【参考】特定保健指導の遠隔分割面談（パイロット事業）

● 遠隔分割面談委託機関2機関、作業委託健診機関7機関（R3.4月に2機関増）と契約締結。R2年度

は、15事業所（36会場）において120名に初回分割面談を実施。R3.4月-5月では12事業所（26会場）

において110名に初回分割面談を実施。

● 検診車で特定健診を実施する際、遠隔面談を行う機器を会場に設置し、健診当日に健診機関以外の

別機関が遠隔による特定保健指導の初回分割面談を行う。健診当日の遠隔面談に係る作業については

健診機関が行い、その作業費用を協会が委託費として支払う。

580千円 ( 1,000千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

実施イメージ 業務委託内容



20

【参考】特定保健指導の遠隔分割面談（パイロット事業）

● 初回分割面談実施率はR2.4月-12月で69.5％（分割実施対象者151名、分割実施者105名）、R2.4月-R3.5月で

は74.6％（※）（分割実施対象者308名、分割実施者230名）。

● また、 R2.4月-12月の分割実施者105名のR2年度（R3.6月現在） とR元年度の特定保健指導実施状

況を比較すると、R元年度は約6割の未実施者がいたが、R2年度は約7割が実績評価または継続中。

実施結果

※作業委託健診機関の習熟度向上により初回分割面談実施率は増加傾向。

実績評価

63%

継続中

6%

初回未完了

24%

中断

7%

分割実施者105名の令和2年度実施状況

（パイロット事業実施年度）

未実施

59%

実績評価

14%

中断

6%

対象外

21%

分割実施者105名の令和元年度実施状況

（パイロット事業実施前年度）

継続中も含め分割実施者の約7割
が実績評価を実施（予定）。

前年度未実施者（約6割）の
掘り起こしにつながった。
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【参考】特定保健指導の遠隔分割面談（パイロット事業）

● R2.4月-12月実施した11事業所のアンケート結果によると、事業所及び分割実施者の満足度は高

かった。

● 特定保健指導実施率向上への効果が高く、事業所のニーズも高いことから、令和3年度は更に拡大

して実施。また、健診機関での遠隔分割面談の実施、協会での全国展開も併せて推進。

実施結果

１.特定保健指導受診率向上のため 5

２.従業員の健康保持増進のため 7

３.協会けんぽからの紹介があったから 9

４.健診スタッフからの紹介があったから 1

５.テレビ電話に興味があったから 2

６.その他 0

１.従業員への福利厚生向上（健康保持増進） 6

２.特定保健指導実施率向上 7

３.健康経営の取り組み向上 6

４.健診後の保健指導日程調整者が減った 2

５.従業員へ特定保健指導を誘導しやすくなった 10

６.テレビ電話の利用機会が増えた 0

７.その他 1

１.とても満足 3

２.満足 8

３.あまり満足していない 0

４.ほぼ満足できず 0

テレビ電話での特定保
健指導を受けた理由
（複数回答可）

実施して良かったこと
（複数回答可）

テレビ電話特定保健
指導の満足度

事業所アンケート結果 分割実施者アンケート結果

１.事業所担当者からの

誘導があったから

37%

２.健診スタッフからの

誘導があったから

51%

３.診察医師からの誘導が

あったから

10%

５.その他

2%

テレビ電話での特定保健指導を受けた理由

１.話しやすい

84%

２.話しにくい

8%

３.その他

8%

テレビ電話の感想

１.とても満足

15%

２.満足

78%

３.あまり満足していない

6%

４.ほぼ満足できず

1%

テレビ電話の満足度


